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平日交通対策について

奈良市中心市街地における事業所の実態調査

調査結果概要と今後の取り組み方針

平成23年８月２２日

資料 ６
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１. 事業所に対する通勤実態調査の概要

通勤に関する公共交通の利用環境調査調査名

1,177通 （※1事業所に対して1通）配布数

424通回収数

36.0%回収率

奈良中心市街地内の事業所のうち、総従業員数が10人以上の民間企業・自治体の各事業所調査対象

郵送配布・郵送回収配布・回収方法

平成23年2月9日～28日調査期間

平日の朝・夕に中心市街地内で生じている交通混雑について、公共交通への転換促進を図ることによる混雑緩和の可能性について検討する

ため、中心市街地内の各事業所における通勤実態やマイカー通勤自粛に対する考えを把握し、さらに利用者のニーズに沿った公共交通利用

促進策を検討するための基礎資料とすることを目的に事業所に対するアンケート調査を実施した。

事業所通勤実態調査の実施目的

出典）奈良県みんなでつくる渋滞解消プラン

調査対象地域（奈良中心市街地）
調査項目

渋滞箇所
■事業所の概要

・従業員数、就業時間 等

■通勤状況

・通勤手段、駅・バス停からの所要時間、駐車場確保状況 等

■公共交通機関の利便性

・公共交通を利用しにくい条件 等

■事業所における自動車通勤対策

・マイカー通勤に対する方針、マイカー通勤を認める理由 等
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民間企業75%
各種団体8%学校4%官公庁13%

２. 調査結果の概要と課題 ①

20人以下67%21～50人20%51～100人9% 101人以上4%【種別】（N=412事業所） 【規模】（N=422事業所） 鉄道・バス46%自転車・徒歩17%原付・バイク4%自動車33%

●事業所概要 【通勤手段】（N=11060人）
●通勤実態・事業所の割合は民間企業が最も多い・５０人以下の規模の事業所が８７％である■調査結果概要

※各種団体…財団法人、独立行政法人等
・自動車の利用者は３３％である・マイカー通勤者の居住地は５０．６％が奈良市内である

■調査より把握された課題①

奈良市内50.6%
山添村0.4%宇陀市1.1%

橿原市3.7%川西町・広陵町・三宅町・田原本町2.8%香芝市・大和高田市2.3%
天理市・桜井市8.0%葛城市・御所市1.3%明日香村・高取町・大淀町・吉野町0.7% 五條市・野迫川村・十津川村0.3% 県外14.4%

大和郡山市・斑鳩町・安堵町・王寺町・上牧町・河合町9.4% 平群町・三郷町0.9%生駒市4.1%
【公共交通を利用しにくい理由」】 ●公共交通の利便性向上■バスルートの新設・見直し・バス路線の新設 ・バス路線の見直し・バス停位置の見直し■バス本数の増加・運行本数の見直し ・始発・終発時刻の見直し・他交通機関とのダイヤ調整 ・深夜バスの導入

対応策（案）

課題

【マイカー通勤者の居住地】（N=3422人）

・公共交通を利用しにくい理由として、『駅・バス停から遠い』、『バス本数が少ない』などの回答が多くなっている

中長期的な取組として、公共交通の利便性を

向上させる施策を実施する必要がある。

69654039352927262413 25

0 10 20 30 40 50 60 70 80バス本数が少ない駅・バス停から遠い鉄道の乗換が複数回必要鉄道・バスの運賃が高い従業員の利用しやすい駅から、事業所への路線バスが出ていない公共交通機関のダイヤが、始業・終業時間と合っていない最寄り駅での鉄道からバスへの乗継が悪い公共交通機関の遅延がよく発生する鉄道本数が少ない駅やバス停での待合環境が悪いその他

（事業所）（N=206 ※複数回答）



3

２. 調査結果の概要と課題 ②

◆公共交通のサービスレベルと分担率

鉄道駅圏５００ｍ バス停圏３００ｍ 鉄道・バス分担率※JR奈良駅経由のバス

・ 鉄道駅圏（鉄道駅から５００ｍ）では、鉄道･バスの分担率が高い事業所が多い・ 鉄道駅圏外では、バス停圏であっても鉄道･バス分担率が低い事業所が多い・ 特に、ＪＲ奈良駅の南側、西側の地域では、鉄道・バスの分担率が低い事業所が多い・ 公共交通を利用可能な範囲においても鉄道・バス分担率の低い事業所が存在する
17.6 48.0 73.9

11.0 13.1 13.0
10.0 14.3 4.3

20.5 11.4 4.3
41.0 13.14.30% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道駅圏（N=210）鉄道駅圏外でバス停圏（N=175）鉄道駅圏外でバス停圏外（N=23）0%～ 20%～ 40%～ 60%～ 80%～
【事業所の鉄道・バス分担率】

公共交通の利便性が高い鉄道駅圏・バス

停圏でも鉄道・バス分担率が低い事業所

が存在

鉄道･バスへの利用転換の可能性が高い

地域の事業所に対し、公共交通利用の

意識を高める取り組みの実施が必要

■調査より把握された課題②
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３. 今後の取り組み方針（案） ①

◆ マイカー通勤の認可と分担率【マイカー通勤に対する方針別の自動車分担率】9657261
331190
120201
3 12183
3 92360 20 40 60 80 100 120 140

原則禁止(N=106)条件付きで許可(N=129)従業員の自由(N=106)マイカー通勤奨励(N=11) （事業所）0%～ 20%～ 40%～ 60%～ 80%～
◆駐車場確保状況と分担率【駐車場確保状況別の自動車分担率】

※鉄道駅圏（500m以内）・バス停圏（300m以内）の事業所を対象・マイカー通勤が原則禁止の事業所では自動車分担率が低い事業所が多い・条件付きで許可、従業員の自由となるにつれて、自動車分担率の高い事業所は多くなっている・事業所の敷地内に駐車場を確保している事業所では、自動車分担率が高い事業所の割合が大きい・従業員が個人で駐車場を確保している事業所では、自動車分担率が高い事業所は少ない

◆ マイカー通勤の削減意向と分担率381215 25
71211 20
11511 13
33 15 10
07 14 170 10 20 30 40 50 60 70 80 90

できるだけ削減したい(N=49)ある程度は削減したい(N=49)考えていない(N=66)特に方針はない(N=85) （事業所）0%～ 20%～ 40%～ 60%～ 80%～
【マイカー通勤削減意向別の自動車分担率】

262131 348 13 3011 4 239 1 38610 20 40 60 80 100 120 140 160
事業所の敷地内(N=151)月極め駐車場（事業所負担）(N=55)従業員が個人で確保(N=50) （事業所）0%～ 20%～ 40%～ 60%～ 80%～

・マイカー削減意向がない事業所の方が多い・マイカー通勤の削減意向がある事業所でも、自動車分担率が高い事業所が存在する

短期的な取組として、事業所や従業員の意識喚

起により、鉄道・バスへの利用転換を図る施策を実

施する。

●公共交通利用の意識喚起■事業所の通勤制度の改変・通勤制度・通勤補助の見直し・ノーマイカーデーの導入■事業所の駐車場の削減・事業所の駐車場の削減■公共交通の利用促進・広報誌等による公共交通の利便性ＰＲ・モビリティ・マネジメント（ＭＭ）
対応策（案）

課題
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【選定理由】

・ＭＭ等の施策を行うにあたって協力を得やすいと考えられる

・１事業所当りの従業員数が多く、効率的な取組が行えることが考えられる

・学校における自動車分担率が高い

◆市役所、県庁、市・県・国の出先機関、市立・県立の学校

■対象事業所（案）

平均従業員数が多い
【事業所の種別毎の従業員の通勤手段】47.052.816.2 52.4 29.529.575.1 33.4 4.23.6 2.62.819.314.16.111.40% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業（N=7294）官公庁（N=2339）学校（N=735）各種団体（N=572）鉄道・バス 自動車 原付・バイク 自転車・徒歩

19人各種団体 49人学校 45人官公庁 24人民間企業 １事業所の平均従業員数事業所種別官公庁・学校等

民間企業

◆対象とする事業所の選定基準

・鉄道駅圏内（駅から500m以内）やバス停圏内（バス停から300m以内）にあるが自動車分担率が高い

・従業員数が多く、効率的な取組が行えると考えられる

・ＣＳＲ等で環境問題に対する取組が行われている

・事業所アンケートで、『ある程度はマイカー通勤を削減したい』と回答している

自動車分担率が高い※『学校』のうち小・中学校については、総合学習等の教育の一環として児童・生徒と

教職員がともにモビリティ・マネジメント等に取り組むことも考えられる

３. 今後の取り組み方針（案） ②
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■モビリティ・マネジメントの取組イメージ

●取組事業所のアピール方法

事業所（企業）名のＰＲ・広報

県のホームページや市民新聞、チラシ等、施策の紹

介を行う媒体で、取組事業所名を記載

・施策に協力いただくため、事業所にとってのメリットが必要

◆例：トラベル・フィードバック・プログラム（ＴＦＰ）

４. 対応策（短期的な取組）

●実施例と効果

事業所でのＴＦＰ取組実績例

10%程度の自動車利用削減が見込まれる

【時期】2003年【地域】大阪府守口市【参加対象】松下電器産業株式会社本社部門（100名）【効果】自動車利用が約10%減【時期】2004年【地域】大阪府北摂地域【参加対象】サンスター株式会社他（231名）【効果】自動車分担率が16%減

説明会実施方法について
ツール・資料の作成 プログラムの実施

●実施手順 協議実施方法について事業所の選定
実実施施のの目目的的  「環境にやさしく持続可能な交通体系の実現」を目指します 

1.  より多くの人々に、「環境にやさしいクルマの使い方」を考えていただき、過度な自動車利用のライフ・スタイルから、公共交通や自転車などを利用するライフ・スタイルに変更する機会を設け、CO2 の削減に向け取り組んでいくための一手法であるトラベル・フィードバック・プログラム（TFP）を実施します。  トトララベベルル・・フフィィーードドババッックク・・ププロロググララムム（（TTFFPP））のの実実施施方方法法        TFPTFPTFPTFP はははは、、、、基本的基本的基本的基本的にににに以下以下以下以下のののの手順手順手順手順ででででプログラムプログラムプログラムプログラムをををを実行実行実行実行しますしますしますします。。。。    
 

ＳＴＥＰ４ ＳＴＥＰ３ 
ＳＴＥＰ２ ＳＴＥＰ１ 現在現在現在現在のののの「「「「移動移動移動移動のののの仕方仕方仕方仕方」」」」をををを記録記録記録記録    現在現在現在現在のののの「「「「移動移動移動移動のののの仕方仕方仕方仕方」」」」をををを評価評価評価評価    

｢｢｢｢望望望望ましいましいましいましい移動移動移動移動のののの仕方仕方仕方仕方｣｣｣｣をををを計画計画計画計画    
〔第 1 回交通ダイアリー調査〕 現在の水・木・金の 3 日間の外出行動を記録していただきます。 【STEP1-1 基本情報入力】 【STEP1-2 第 1 回（現況）交通ダイアリー調査の入力】 〔交通診断〕 現在の外出行動に伴う CO2 排出量やカロリー消費量に関する情報を提供し、自分自身の行動を認識していただきます。 【STEP2-1 現況交通診断の閲覧】 〔行動プランの計画〕 種々の情報を踏まえて、「望ましい移動の仕方」を計画していただきます。 【STEP2-3 行動プランの作成】 ｢｢｢｢望望望望ましいましいましいましい移動移動移動移動のののの仕方仕方仕方仕方｣｣｣｣をををを実践実践実践実践    実践結果実践結果実践結果実践結果をををを評価評価評価評価    今後今後今後今後のののの交通行動計画交通行動計画交通行動計画交通行動計画をををを策定策定策定策定    
〔第 2 回交通ダイアリー調査〕 計画を実践してもらい、再度、水・木・金の 3 日間の外出行動を記録していただきます。 【STEP3-1 第 2 回（行動プラン実践後）交通ダイアリー調査の入力】 〔行動プランの評価〕 実践行動に伴う種々の情報を提供し、それをもとに実践結果を評価していただきます。 【STEP4-1 行動プラン評価の閲覧】 
 〔個人行動計画の策定〕 前段までの情報を踏まえ、今後の交通行動（自動車利用方法）を考えていただきます。 【STEP4-2 個人行動計画の作成】 

〔「望ましい移動の仕方」を促すための情報〕 ・ 公共交通サービスの情報提供（時刻表､路線図､運賃表､乗り継ぎ状況等）を行います。 ⇒奈良の乗り物ナビ＆各交通事業者ホームページ ・ 自動車が引き起こしている社会的デメリット（環境負荷、渋滞、その他）についての情報提供を行います。 【STEP2-2 行動プランを作成する前に（参考資料閲覧）】 
～～～～    トラベルトラベルトラベルトラベル・・・・フィードバックフィードバックフィードバックフィードバック・・・・プログラムプログラムプログラムプログラムのののの手順手順手順手順    ～～～～    

 

入力時間： 約 15 分 入力時間： 約 30 分 
入力時間： 約 15 分 入力時間： 約 30 分 


